
「健康管理手帳所持者に対する健康診断の実施の運営について」の一部改正について 新旧対照表             別紙２ 

（昭和４７年１１月２９日基発第７６２号労働省労働基準局長通達） 

  

改正後 現行 

    

１ 要綱１関係 １ 要綱１関係 

（１） 健康診断の実施回数は、労働安全衛生法施行令(昭和４７年政令第

３１８号。以下「令」という。）第２３条第１号、第２号又は第１２号の業務

（以下「ベンジジン等業務」という。）、同条第４号の業務（以下「クロム酸

等業務」という。）、同条第５号の業務（以下「三酸化砒素業務」とい

う。）、同条第６号の業務（以下「コールタール業務」という。）、同条第７

号の業務（以下「ビス（クロロメチル）エーテル業務」という。）、同条第８

号の業務(以下「ベリリウム業務」という。）、同条第９号の業務（以下「ベ

ンゾトリクロリド業務」という。）、同条第１０号の業務(以下「塩化ビニル業

務」という。）及び同条第１１号の業務（以下「石綿業務」という。）につい

ては、半年に１度、同条第３号の業務（以下「粉じん業務」という。）につ

いては、１年に１回とされていること。 

 なお、健康診断を委託する医療機関（以下「委託医療機関」という。）が

健康診断を実施する時期は、各都道府県労働局において、委託医療機

関との話合いにより適切な時期に定めることとするが、再度検査を行う

必要がある場合、検査の結果が判明するまでに相当の日数を必要とす

る場合、追加検査を行う場合等には、決められた月の翌月にわたって健

康診断が行われることも考えられるので、実施期日については弾力的

に運用すること。 

（１） 健康診断の実施回数は、労働安全衛生法施行令第２３条第１号、第２

号又は第１２号の業務（以下「ベンジジン等業務」という。）、同条第４号の

業務（以下「クロム酸等業務」という。）、同条第５号の業務（以下「三酸化

砒素業務」という。）、同条第６号の業務（以下「コールタール業務」とい

う。）、同条第７号の業務（以下「ビス（クロロメチル）エーテル業務」とい

う。）、同条第８号の業務(以下「ベリリウム業務」という。）、同条第９号の業

務（以下「ベンゾトリクロリド業務」という。）、同条第１０号の業務(以下「塩

化ビニル業務」という。）及び同条第１１号の業務（以下「石綿業務」とい

う。）については、半年に１度、同条第３号の業務（以下「粉じん業務」とい

う。）については、１年に１回とされていること。 

 なお、医療機関が健康診断を実施する時期は、各局において、医療機

関との話合いにより適切な時期に定めることとするが、再度検査を行う必

要がある場合、検査の結果が判明するまでに相当の日数を必要とする場

合、追加検査を行う場合等には、決められた月の翌月にわたって健康診

断が行われることも考えられるので、実施期日については弾力的に運用

すること。 

（２）健康診断の実施については下記の事項に留意し、委託医療機関に対

して指導すること。 

  



イ  複数の業務に係る健康管理手帳を所持する者（以下「複数手帳所

持者」という。）の健康診断については、できる限り同じ委託医療機関

において同時に実施するよう配慮すること。 

  

ロ  複数手帳所持者が、同じ委託医療機関において、複数の業務に係

る健康管理手帳の健康診断を受ける場合であって、放射線被ばくを

伴う検査（エックス線写真（直接撮影による胸部全域のエックス線写

真をいう。）、胸部らせんＣＴ検査又は特殊な撮影法による胸部エック

ス線写真による検査をいう。以下同じ。）が重複するものの、３月以内

に実施された検査の結果が確認できるときは、当該検査の実施を省

略して差し支えないこと。 

  

ハ  複数手帳所持者が、異なる委託医療機関において、複数の業務に

係る健康管理手帳の健康診断を受ける場合であって、放射線被ばく

を伴う検査が重複するものの、先に受診した委託医療機関において

作成された、当該検査の結果に係る文書（写真を含む。ただし、３月

以内に実施された検査の結果に係るものに限る。）が後に受診する委

託医療機関に対して提供される場合には当該検査の実施を省略して

差し支えないこと。 

  

ニ  ４０歳未満の手帳所持者に胸部らせんＣＴ検査又は特殊な撮影法

による胸部エックス線写真による検査を実施する際には、放射線被ば

くのリスクについての説明を行い、当該検査の必要性が放射線被ばく

の不利益を上回ると判断される場合に実施すること。 

  

ホ  胸部らせんＣＴ検査又は特殊な撮影法による胸部エックス線写真に

よる検査を実施する場合は、放射線被ばくを考慮して低線量らせんＣ

Ｔであることが望ましいこと。 

  



ヘ  石綿業務に係る健康管理手帳を所持する者のうち、両肺野に不整

形陰影のある者が、粉じん業務に係る健康管理手帳を所持していな

いことを把握した場合は、じん肺管理区分決定を申請するよう案内

し、じん肺管理区分が管理２又は管理３と決定された者に対しては、

粉じん業務に係る健康管理手帳の申請に関する案内を行うこと。 

  

   

２ 要綱２関係 ２ 要綱２関係 

（１）要綱１の委託医療機関については、公募を行い、次の要件を満たすも

のと契約を結ぶこと。 

（１）都道府県労働局長が要綱１の健康診断を委託する医療機関（以下「委

託医療機関」という。）は、次の要件を満たすものでなければならないこと。 

イ  当該健康診断に関し専門的知識及び経験を有する医師が充員され

ており、当該医師がその健康診断の実施に当たること。特に、石綿業

務に係る健康管理手帳の健康診断に関しては、日本呼吸器学会又

は日本医学放射線学会の認定医又は専門医資格を有する医師が健

康診断の実施に当たること。なお、石綿業務に係る健康管理手帳の

健康診断の実施に当たる医師は石綿関連疾患の診断に関する研修

を修了していることが望ましい。 

イ  当該健康診断に関し専門的知識及び経験を有する医師が充員され

ており、当該医師がその健康診断の実施に当たること。 

    

ロ  略 ロ  略 

    

ハ  委託する健康診断の種類に応じ、次に掲げる業務に係る健康診断

の実施に必要な設備が装備されていること。ただし、(ﾊ)、(ﾆ)、(ﾎ)、

(ﾍ)、(ﾁ)、(ﾘ)及び(ﾇ)の「気管支ファイバースコープ又は気管支鏡」及び

「標本染色用器具」（以下「気管支ファイバースコープ等」という。）につ

いては、管内に１カ所以上の気管支ファイバースコープ等が装備され

ている委託医療機関を確保している場合は、気管支ファイバースコー

プ等が装備されていない委託医療機関による健康診断においても、

装備されている委託医療機関を紹介することにより、気管支ファイバ

ハ  委託する健康診断の種類に応じ、次に掲げる業務に係る健康診断の

実施に必要な設備が装備されていること。 



ースコープ等を用いた検査を実施することができる体制を整備してい

るときは、この限りでない。 

(ｲ) 略 (ｲ) 略 

(ﾛ) 略 (ﾛ) 略 

(ﾊ) 略 (ﾊ) 略 

(ﾆ) 略 (ﾆ) 略 

(ﾎ) 略 (ﾎ) 略 

(ﾁ) 略 (ﾁ) 略 

(ﾘ) 略 (ﾘ) 略 

(ﾇ) 略 (ﾇ) 略 

    

ニ 略 ニ 略 

    

（２） 都道府県労働局長は、公募に参加した医療機関のうち、前（１）の要

件を満たすものと、健康管理手帳に係る健康診断の実施を委託する契

約を締結すること。 

 なお、委託医療機関については、管内の医療機関と契約することが原

則であるが、健康管理手帳所持者の利便性のため、近隣の都道府県労

働局管内の医療機関と契約を結ぶ必要がある場合には、公募に当たっ

てはその旨を周知するとともに、当該近隣の都道府県労働局と連携を

図ること。 

（２） 都道府県労働局長は、前（１）の要件を満たす医療機関のうちから、す

ぐれた診断機能を有し、かつ、従来の活動や実績からみて管内における

労働衛生行政の推進に十分な理解を有し、健康診断の実施に積極的な

協力が得られる機関を委託医療機関として選定するものとすること。 

    

（３） 健康管理手帳交付対象業務に従事した者又は従事している労働者

に対する健康診断を行っている事業場附設の医療機関についても、委

託医療機関として契約を締結して差し支えないものであること。 

（３） 委託する医療機関の数は、健康管理手帳を所持する者の住所、利用

できる交通機関等を考慮し、その者が日帰りで健康診断を受診することが

できるように配慮して、必要な数とすることを原則とすること。なお、健康管

理手帳交付対象業務に従事した者又は従事している労働者に対する健

康診断を行っている事業場附設の医療機関についても、委託医療機関と



して選定して差し支えないものであること。 

    

（４） 都道府県労働局総務部長と医療機関との委託契約は、別添１の契

約書の様式により行うものとすること。 

（４） 都道府県労働局長と医療機関との委託契約は、別添１の契約書により

行うものとすること。 

    

（５） 略 （５） 略 

    

（６） 前記（１）の要件を満たすか否かの判定等をはじめ、委託医療機関

の確保に当たっては、都道府県医師会の協力を得るものとすること。 

（６） 前記（１）の要件を満たすか否かの判定等をはじめ、委託医療機関の

選定に当たっては、都道府県医師会の意見を十分に聞くものとすること。 

    

（７） 現に契約を締結している医療機関については、新たに公募に応募す

る必要はないこと。 

  

    

３ 略 ３ 略 

    



４ 健康管理手帳に係る健康診断費の支払い等の事務 

 委託医療機関に対する健康管理手帳所持者の健康診断に要した費用

（以下「健康診断費」という。）の支払い等の事務は、当該委託医療機関と

契約している都道府県労働局において次により行うものとする。 

健康管理手帳所持者に係る健康診断費請求書（以下「請求書」という。）

及び健康管理手帳所持者に係る健康診断費請求内訳書（以下「請求内訳

書」という。）の書式は、別紙様式第１号及び様式第２号とすること。 

請求書の受付け及びその内容審査、健康管理手帳台帳の健康診断実

施状況の記入、６（１）に掲げる労災保険の適用を受けない者に係る関係

機関との協議等については、都道府県労働局労働衛生主務課において行

うこと。 

健康診断費（６（１）に掲げる労災保険の適用を受けない者に係る健康

診断費を除く。）の支払い事務については、労災保険指定医療機関に対す

る診療日の局払いに準じて行うこと。 

４ 健康管理手帳に係る健康診断費の支払い等の事務 

 委託医療機関に対する健康管理手帳所持者の健康診断に要した費用（以

下「健康診断費」という。）の支払い等の事務は、当該医療機関の所在地を

管轄する都道府県労働局において次により行うものとする。 

健康診断費の請求に使用する健康診断費請求書（以下「請求書」とい

う。）及び健康診断費請求内訳書（以下「請求内訳書」という。）の書式は、別

紙様式第１号及び様式第２号とすること。 

請求書の受付け及びその内容審査、健康管理手帳台帳の健康診断実施

状況の記入、６（１）に掲げる労災保険の適用を受けない者に係る関係機関

との協議等については、労働衛生主務課において行うこと。 

健康診断費（６（１）に掲げる労災保険の適用を受けない者に係る健康診

断費を除く。）の支払い事務については、労災保険指定医療機関に対する診

療日の局払いに準じて行うこと。 

    

５ 略 ５ 略 

    

６ 略 ６ 略 

    

    

別添１  別添１  

    

契約書 契約書 

    

（都道府県名）労働局総務部長（総務部長氏名）（以下「甲」という。）と

（医療機関名及び代表者氏名）（以下「乙」という。）は、労働安全衛生法

（昭和４７年法律第５７号）第６７条第１項の健康管理手帳（以下「手帳」とい

う。）のうち、労働安全衛生法施行令（昭和４７年政令第３１８号）第２３条

（都道府県名）労働局長（局長氏名）（以下「甲」という。）と（医療機関名及

び代表者氏名）（以下「乙」という。）は、労働安全衛生法（昭和４７年法律第５

７号）第６７条第１項の健康管理手帳（以下「手帳」という。）を所持する者に

対する健康診断の実施に関し、次のとおり契約する。 



第   項の業務に係る手帳を所持する者に対する健康診断の実施に関

し、次のとおり契約する。 

    

第１条 略 第１条 略 

第２条 略 第２条 略 

    

第３条  前条の健康診断の実施方法、費用の額及び請求方法その他健

康診断の実施に関し必要な事項は都道府県労働局長が定める。 

第３条  前条の健康診断の実施方法、費用の額及び請求方法その他健康

診断の実施に関し必要な事項は甲が定める。 

    

第４条 略 第４条 略 

第５条 略 第５条 略 

    

第６条  乙は個人情報の保護に関する法律等の適用を受ける者であり、

この契約により保有した個人情報の取り扱いに当たっては、漏え

い、滅失または棄損の防止の他、保有個人情報の適正な管理に努

め、その内容をみだりに他人に知らせ、または不当な目的に利用し

てはならない。 

  

   

第７条 略 第６条 略 

    

 上記契約の証として、契約書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ１通ず

つ所持するものとする。 

 上記契約の証として、契約書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ１通ずつ

所持するものとする。 

    

     年   月   日      年   月   日 

甲（都道府県名）労働局総務部長（総務部長氏名）○印 甲（都道府県名）労働局長（局長氏名）○印 

乙（医療機関名及び代表者氏名）○印 乙（医療機関名及び代表者氏名）○印 

    



    

別添２ 別添２ 

    

契約書第３条の規定に基づき都道府県労働局長の定めるべき事項 契約書第３条の規定に基づき都道府県労働局長の定めるべき事項 

    

１  労働安全衛生法施行令第２３条に係る健康診断は、都道府県労働局

長と委託医療機関との話合いにより適切な時期を定め、実施するものと

すること。 

１  労働安全衛生法施行令第２３条に係る健康診断は、都道府県労働局

長と医療機関との話合いにより適切な時期を定め、実施するものとするこ

と。 

    

２  委託医療機関は、当該委託医療機関に所属する医師のうちから当該

健康診断の実施に当たる医師を指名するものとすること。この場合にお

いて、委託医療機関は、指名しようとする医師について、都道府県労働

局長に通知するものとすること。 

２  委託医療機関は、当該医療機関に所属する医師のうちから当該健康診

断の実施に当たる医師を指名するものとすること。この場合において、委

託医療機関は、指名しようとする医師について、都道府県労働局長に通

知するものとすること。 

    

３ 略 ３ 略 

    

４ 略 ４ 略 

    

５  委託医療機関は、手帳所持者ががん等の重度の疾病に罹患してい

る可能性があり、次の１５に定める手帳の種類ごとの健康診断の検査

項目の範囲を超えた精密検査等を行う必要が認められた場合には、そ

の精密検査等の必要性及び当該精密検査等は健康管理手帳による健

康診断の範囲外であることを手帳所持者に説明の上、本人の了解を得

た上で、医療保険等による精密検査等の実施又は他の医療機関の紹

介等適切な措置を講ずること。 

５  委託医療機関は、手帳所持者ががん等の重度の疾病に罹患している

可能性があり、次の９に定める手帳の種類ごとの健康診断の検査項目の

範囲を超えた精密検査を行う必要が認められた場合には、その精密検査

の必要性及び当該精密検査は健康管理手帳による健康診断の範囲外で

あることを手帳所持者に説明の上、本人の了解を得た上での医療保険等

による精密検査の実施又は他の医療機関の紹介等適切な措置を講ずる

こと。 

    



６  委託医療機関は、手帳所持者の行う受診旅費の請求について、手帳

所持者に対し必要な指導を行うこと。 

６  委託医療機関は、手帳所持者の行う受診旅費の請求又は粉じんに係

る健康管理手帳の健康診断の場合における手帳所持者の行う都道府県

労働局長へのじん肺管理区分決定申請について、手帳所持者に対し必

要な指導を行うこと。 

    

７  委託医療機関は、複数の業務に係る健康管理手帳を所持する者（以

下「複数手帳所持者」という。）の健康診断については、できる限り同じ

委託医療機関において同時に実施するよう配慮すること。 

 

  

８  複数手帳所持者が、同じ委託医療機関において、複数の業務に係る

健康管理手帳の健康診断を受ける場合であって、放射線被ばくを伴う

検査（エックス線写真（直接撮影による胸部全域のエックス線写真をい

う。）、胸部らせんＣＴ検査又は特殊な撮影法による胸部エックス線写真

による検査をいう。以下同じ。）が重複するものの、３月以内に実施され

た検査の結果が確認できるときは、当該検査の実施を省略して差し支え

ないこと。 

 

  

９  複数手帳所持者が、異なる委託医療機関において、複数の業務に係

る健康管理手帳の健康診断を受ける場合であって、放射線被ばくを伴う

検査が重複するものの、先に受診した委託医療機関において作成され

た、当該検査の結果に係る文書（写真を含む。ただし、３月以内に実施

された検査の結果に係るものに限る。）が後に受診する委託医療機関に

対して提供される場合には当該検査の実施を省略して差し支えないこ

と。 

 

  



１０ 委託医療機関は、４０歳未満の手帳所持者に胸部らせんＣＴ検査又

は特殊な撮影法による胸部エックス線写真による検査を実施する際に

は、放射線被ばくのリスクについての説明を行い、当該検査の必要性が

放射線被ばくの不利益を上回ると判断される場合に実施すること。 

 

  

１１ 委託医療機関は、胸部らせんＣＴ検査又は特殊な撮影法による胸部

エックス線写真による検査を実施する場合は、放射線被ばくを考慮して

低線量らせんＣＴであることが望ましいこと。 

 

  

１２ 委託医療機関は、石綿業務に係る健康管理手帳を所持する者のう

ち、両肺野に不整形陰影のある者が、粉じん業務に係る健康管理手帳

を所持していないことを把握した場合は、じん肺管理区分決定を申請す

るよう案内し、じん肺管理区分が管理２又は管理３と決定された者に対

しては、粉じん業務に係る健康管理手帳の申請に関する案内を行うこ

と。 

 

   

１３ 委託医療機関が健康診断に要した費用（契約書第２条に規定する労

災保険の適用を受けない者に係る費用を除く。）の請求を行う場合は、

当該健康診断を実施した月の翌月の１５日までに健康管理手帳所持者

に係る健康診断費請求書(様式第１号)及び健康管理手帳所持者に係る

健康診断費請求内訳書(様式第２号)を都道府県労働局長に提出して行

うものとすること。 

７ 委託医療機関が健康診断に要した費用（契約書第２条に規定する労災

保険の適用を受けない者に係る費用を除く。）の請求を行う場合は、当該

健康診断を実施した月の翌月の１５日までに健康管理手帳所持者に係る

健康診断費請求書(様式第１号)及び健康管理手帳所持者に係る健康診

断費内訳書(様式第２号)を都道府県労働局長に提出して行うものとするこ

と。 

  

１４ 略 ８ 略 

  

１５ 健康診断費の単価は、次のとおりであること。 ９ 健康診断費の単価は、次のとおりであること。 

  （１） ベンジジン等業務関係   （１） ベンジジン等業務関係 



    ① 問診及び尿沈渣検鏡の検査を行ったもの ６，５００円     ① 尿沈渣検鏡の検査まで行ったもの ６，５００円 

    ② 略     ② 略 

    ③ 略     ③ 略 

    ④ 略     ④ 略 

  （２） 粉じん業務関係   （２） 粉じん業務関係 

    ① 問診及びエックス線写真の検査を行ったもの ７，４００円     ① 胸部臨床検査まで行ったもの ７，４００円 

    ② 肺機能検査でスパイロメトリー及びフローボリューム曲線の検査

を行った場合は３，２００円を、動脈血ガス分析検査を行った場合は

４，５００円を加算する。 

    ② 肺機能検査でスパイロメトリー及びフローボリューム曲線による検

査を行った場合は３，２００円を、動脈血ガス分析検査を行った場合

は４，５００円を加算する。 

    ③ 略     ③ 略 

    ④ 略     ④ 略 

  （３） クロム酸等業務関係   （３） クロム酸等業務関係 

    ① 問診及びエックス線写真の検査を行ったもの ７，４００円     ① エックス線写真による検査まで行ったもの ７，４００円 

    ② 特殊な撮影法によるエックス線写真の検査のうちで、コンピュータ

断層撮影を行った場合は１９，２００円を、それ以外の断層撮影を行

った場合は５，７００円を加算する。 

    ② 特殊な撮影法によるエックス線写真による検査のうちで、コンピュー

タ断層撮影を行った場合は１９，２００円を、それ以外の断層撮影を行

った場合は５，７００円を加算する。 

    ③ 略     ③ 略 

    ④ 略     ④ 略 

    ⑤ 略     ⑤ 略 

  （４） 三酸化砒素業務関係   （４） 三酸化砒素業務関係 

    ① 問診及びエックス線写真の検査を行ったもの ７，４００円     ① エックス線写真による検査まで行ったもの ７，４００円 

    ② 略     ② 略 

    ③ 略     ③ 略 

    ④ 略     ④ 略 

    ⑤ 特殊な撮影法によるエックス線写真の検査を行った場合は５，７０

０円を加算する。 

    ⑤ 特殊な撮影法によるエックス線写真による検査を行った場合は５，

７００円を加算する。 

    ⑥ 略     ⑥ 略 



    ⑦ 略     ⑦ 略 

    ⑧ 略     ⑧ 略 

  （５） コールタール業務関係   （５） コールタール業務関係 

    ① 問診及びエックス線写真の検査を行ったもの ７，４００円     ① エックス線写真による検査まで行ったもの ７，４００円 

    ② 特殊な撮影法によるエックス線写真の検査のうちで、コンピュータ

断層撮影を行った場合は１９，２００円を、それ以外の断層撮影を行

った場合は５，７００円を加算する。 

    ② 特殊な撮影法によるエックス線写真による検査のうちで、コンピュー

タ断層撮影を行った場合は１９，２００円を、それ以外の断層撮影を行

った場合は５，７００円を加算する。 

    ③ 略     ③ 略 

    ④ 略     ④ 略 

    ⑤ 略     ⑤ 略 

  （６） ビス(クロロメチル)エーテル業務関係   （６） ビス(クロロメチル)エーテル業務関係 

    ① 問診及びエックス線写真の検査を行ったもの ７，４００円     ① エックス線写真による検査まで行ったもの ７，４００円 

    ② 特殊な撮影法によるエックス線写真の検査のうちで、コンピュータ

断層撮影を行った場合は１９，２００円を、それ以外の断層撮影を行

った場合は５，７００円を加算する。 

    ② 特殊な撮影法によるエックス線写真による検査のうちで、コンピュー

タ断層撮影を行った場合は１９，２００円を、それ以外の断層撮影を行

った場合は５，７００円を加算する。 

    ③ 略     ③ 略 

    ④ 略     ④ 略 

  （７） ベリリウム業務関係   （７） ベリリウム業務関係 

    ① 問診及びエックス線写真の検査を行ったもの ７，４００円     ① エックス線写真による検査まで行ったもの ７，４００円 

    ② 略     ② 略 

    ③ 略     ③ 略 

    ④ 略     ④ 略 

    ⑤ 略     ⑤ 略 

    ⑥ 略     ⑥ 略 

    ⑦ 略     ⑦ 略 

  （８） ベンゾトリクロリド業務関係   （８） ベンゾトリクロリド業務関係 

    ① 問診及びエックス線写真(正面及び側面）の検査を行ったもの

８，５００円 

    ① エックス線写真(左右いずれかの側面から撮影した写真を含む。)の

検査まで行ったもの ８，５００円 



    ② 特殊な撮影法によるエックス線写真の検査のうちで、コンピュータ

断層撮影を行った場合は１９，２００円を、それ以外の断層撮影を行

った場合は５，７００円を加算する。 

    ② 特殊な撮影法によるエックス線写真による検査のうちで、コンピュー

タ断層撮影を行った場合は１９，２００円を、それ以外の断層撮影を行

った場合は５，７００円を加算する。 

    ③ 略     ③ 略 

    ④ 略     ④ 略 

    ⑤ 頭部のエックス線写真の検査を行った場合は２，０００円を加算す

る。 

    ⑤ 頭部のエックス線写真による検査を行った場合は２，０００円を加算

する。 

    ⑥ 略     ⑥ 略 

    ⑦ 略     ⑦ 略 

    ⑧ 略     ⑧ 略 

  （９） 塩化ビニル業務関係   （９） 塩化ビニル業務関係 

    ① 問診、エックス線写真及び血液検査（ビリルビン、ＧＯＴ、ＧＰＴ及

びＡＬＰ）の検査を行ったもの １０，１００円 

    ① エックス線写真による検査まで行ったもの １０，１００円 

    ② 略     ② 略 

    ③ 特殊な撮影法によるエックス線写真の検査のうちで、コンピュータ

断層撮影を行った場合は１９，２００円を、それ以外の断層撮影を行

った場合は５，７００円を加算する。 

    ③ 特殊な撮影法によるエックス線写真による検査のうちで、コンピュー

タ断層撮影を行った場合は１９，２００円を、それ以外の断層撮影を行

った場合は５，７００円を加算する。 

    ④ 肝又は脾のシンチグラムの検査を行った場合は１６，０００円を加

算する。 

    ④ 肝又は脾のシンチグラムによる検査を行った場合は１６，０００円を

加算する。 

    ⑤ 略     ⑤ 略 

  （１０） 石綿業務関係   （１０） 石綿業務関係 

    ① 問診及びエックス線写真の検査を行ったもの ７，４００円     ① エックス線写真による検査まで行ったもの ７，４００円 

    ② 特殊な撮影法によるエックス線写真の検査のうちで、コンピュータ

断層撮影を行った場合は１９，２００円を、それ以外の断層撮影を行

った場合は５，７００円を加算する。 

    ② 特殊な撮影法によるエックス線写真による検査のうちで、コンピュー

タ断層撮影を行った場合は１９，２００円を、それ以外の断層撮影を行

った場合は５，７００円を加算する。 

    ③ 略     ③ 略 

    ④ 略     ④ 略 



 （１１）その他    

  ① 委託医療機関が、健康診断受診者の同意を得て、追加検査、精密

検査若しくは治療又は他の業務に係る健康管理手帳の健康診断に

使用することを目的として、診療状況を示す文書を添えて他の医療機

関へ紹介した場合は、紹介する側の委託医療機関において３,０００円

を加算する。また、紹介する側の委託医療機関において、画像の貸

与料又はコピー料を定めている場合には、当該貸与料またはコピー

料を加算する。 

  

  ② 気管支ファイバースコピー検査又は気管支鏡検査を目的として紹

介を受けた委託医療機関においては、他の委託医療機関より画像が

提供された場合は、紹介を受けた委託医療機関において、問診の単

価５，４００円に加え、その画像の診断料として、頭部又は胸部のエッ

クス線直接撮影の場合は１，０００円を、コンピュータ断層撮影の場合

は５，４００円を、それ以外の断層撮影の場合は１，２００円を加算す

る。 

  

  ③ 前記８において、複数の業務に係る健康管理手帳の健康診断を異

なる時期に実施し、後に実施する健康管理手帳の健康診断で放射線

被ばくを伴う検査を省略する場合については、後に実施する健康診断

の問診の単価を５，４００円とする。 

 

  ④ 前記９において、放射線被ばくを伴う検査を省略する場合は、先に

受診した委託医療機関においては、当該検査の結果に係る文書の作

成料として３，０００円を加算し、画像の貸与料又はコピー料を定めて

いる場合は、当該貸与料又はコピー料を加算する。後に受診する委

託医療機関においては、先に受診した委託医療機関より画像が提供

された場合は、問診の単価５，４００円に加え、その画像の診断料とし

て、胸部のエックス線直接撮影の場合は１，０００円を、コンピュータ断

層撮影の場合は５，４００円を、それ以外の断層撮影の場合は１，２０

 



０円を加算する。 

１６ 略  １０ 略 

別添３ 別添３ 

    

健康管理手帳所持者に対する受診旅費の支給要領 健康管理手帳所持者に対する受診旅費の支給要領 

    

１ 略 １ 略 

２ 略 ２ 略 

    

３ 支給の範囲 ３ 支給の範囲 

    受診旅費は、受診者が最も経済的な通常の経路及び方法により旅行

した場合に次の範囲で支給する。 

    受診旅費は、受診者が最も経済的な通常の経路及び方法により旅行し

た場合に次の範囲で支給する。 

イ 略   イ 略 

ロ 略   ロ 略 

ハ 宿泊料は、地理的事情等により、宿泊の必要があると認められる場

合は１泊につき６，６００円を限度として実費額を支給する（２泊以上の

宿泊を要する特段の事情がない限り１泊に限る。）。 

  ハ 宿泊料は、地理的事情等により、宿泊の必要があると認められる場合

に限り一夜につき６，６００円を限度として実費額を支給する。 

４ 略 ４ 略 

５ 略 ５ 略 

６ 略 ６ 略 

７ 略 ７ 略 

８ 本要領は、平成１９年１０月１日から実施する。 ８ 本要領は、平成１８年１０月１日から実施する。 

別添４ 略 別添４ 略 



別添５  

 平成  年  月  日 

別添５ 

 平成１８年  月  日 

様式第１号  

 

様式第１号  

 



  

様式第２号 略 様式第２号 略 

    

様式第３号 略 様式第３号 略 

    

    

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



様式第４号

 

様式第４号 

 




